






【要約】クレチン症マス・スクリーニングの全国追跡調査の方法として、統一調査票を用

いた各自治体での調査を中央機関へ集約する「地域連携方式」に関するアンケート調査を

行った。44 の自治体から回答があった。本研究班と総合母子保健センターとて平成 6 年

度から行っている全国調査で使用している調査票を用いた連携方式が実施可能であると回

答した自治体は 11、調査票を一部改変するなど行えば実施可能であるのが 11 自治体、種々

の理由て実施不可能との回答が 22 自治体であった。調査票の簡略化、個人情報欄の改変、

各自治体調査成績の利用、などによって 50%の自治体では地域連携方式が可能であった。

しかし、約 40%の自治体では内部での追跡調査も実施されていない現状であった。追跡調

査の必要性を国から指導すること、中央追跡機関の認定、規約、組織作りが必要と思われ

た。


